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クラスター戦略による中国の農村開発と食料産業における国際的連携・協力

新潟大学農学部農業生産料教授

木南莉莉

産業クラスターは産業集積を契横として、イノベーショ

ンを誘発し、競争力の向上を実現するものであり、 1990年

代からクラスター戦略が世界各地で急速に導入された。日

本でも、食料産業クラスター展開事業をはじめとする取り

組みや研究が開始された。

クラスターは特定分野における関連企業、専門性の高い

供給業者、サービス提供者、関連業界の属する企業、関連

機関が地理的に集中し、焼争しつつ、同時に協力している

状態であるため、その地理的範囲は国内に限定される必要

はない。日本の食料産業の場合、貿易や直接投資を通じて

北東アジア地域内で密接な関係を築いており、ローカルな

クラスターだけでなく、国境を越えたリージョナルなクラ

スターに注目する必要がある。

北東アジアは経済発展皮や社会・文化に関する地域性が

大きいが、経済の相互依存関係が深化し、食料安全保障、

食品安全性、食料消費の多様化、農村の貧困問題、国際髄

争の激化など、高度で複雑化した問題に直面している。と

りわけ、食料安全保障と持続可能な農村開発は、同地域の

発展と安定を左右する重要な問題となっているが、国際産

業クラスターを戦略的に形成し、その直接的・間接的な効

果を通じて、これらの抹複の解決に応用する可能性を見出

すことができる。

アジア国際産業連関表の農畜産物部門と食品製造業部門

の取引表を用いてネットワーク分析を試みた。この結果、

農業より食品製造業の中心性が高く、 1985年には日本の中

心性次数が表も多く、日本を中心とした農業、食品製造業

のネットワークが形成されていたことがわかった。しかし

1990年、 1995年にかけて、日本の中心性は低下し、代って

マレーシア、フィリピン、タイなどの中心性が高まってお

り、全体として多極化している。

しかし、このネットワークの主体は国であり、個々の経

済主体間の活動を表すことはできない。そこで、経済の相

互補完関係が進展している北東アジアを対象として、食料

産業クラスタ・-の掲載と課題について明らかにするための

研究を行うことにした。

そのため、まず北東アジアにおける食料経済の実態を解

明し、食料をめぐる主体間の関係を分析し、食料安全保障

および経済連携に資する国際食料クラスターの形成に関す

る提音を行うことを目的と.している。

この研究はERINA、新潟大学、東京大学の共同研究で

あり、研究期間は平成19年度から21年度の3年間となって

いる。昨年度の研究成果はr北東アジアの食料安全保障( 1 )

ERINA/新潟大学/東京大学共同研究報告書jにまとめた。

ここでは、今年度の成果について紹介する。

2008年度は、まず公式の続計データを用いて、クラスター

形成が農村経済に与える影響を計量的に分析し、続いて、

中国各地に展開するクラスターの実態分析を行った。最後

に、新潟県および新潟県と交流関係の深い黒龍江省におけ

る企業、研究機関、行政機関を対象としたアンケート調査

を踏まえて、食料産業における国際連携・協力の現状と課

超を明らかにする。

クラスター形成が中国の農村経済に与える影響を分析す

るため、統計データを用い、計量分析を行った。まず農村

におけるクラスターを計量的にとらえることは困難なた

め、農村における郷親企業の集棟皮を把握し、企業集積が

企業成果に与ええる影響を生産関数分析によって明らにし

た。計測結果は、郷親企業の集穣皮が高いほど、郷親企業

の付加価値が大きいことを示した。したがって、農村にお

ける郷鎖企業の集積度は企業の経済成長を高め、企業集積

の効果が存在することが明らかになった。

次に、郷親企業の成長が農民の所得水準に与える影響を

計測した。結果は、農村人口-人当りの郷親企業の付加価

値が大きいほど、農民-人当りの所得は高くなることを示

し、郷鎖企業の成長が農民の所得を向上させることが明ら

かとなった。

以上を結合すると、郷鎖企業の集積は企業の経済成果を

高め、農民の所得を拡大する効果があることが示された。

したがって、農村におけるクラスター形成が農村の貧困問

題を解決するのに有効であることが示唆された。しかし、

クラスターの影響を統一的に把握するには、集積の外部不

経済(大気汚染や騒音の影響)と環境汚染の防御、研究開

発活動によるイノベーションの創出、農村の産業・生活イ

ンフラの整備効果なども明らかにする必要がある。

続いて、中国におけるクラスターの実態分析を行った。

まず、上海市における野菜クラスターの実態である。上

海市は中国沿海部に位粧し、中国の中で最も経済が発展し

ている。経済に占める農業の割合は非常に小さいものの、

高所得の消費者が求める新鮮・安全・高品質の野菜の生産

が成長している。また、それを支える卸売市場や大手スー

パーチェーンが急速に成長している。上海市は貿易の中心
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地でもあり、日本をはじめ海外への農産物輸出の可能性も

高い。

以下、孫橋現代膿業開発区と上海高格食晶有限公司を取

り上げる。上海市の野菜クラスターにおいて重要な役割を

果たす範織として、市政府野菜弁公室、野菜合作社、野菜

輸出協会、莱藍子工程によって建設された農場の4つがある。

孫橋の特徴としては、 ①自社ブランドの商付加価値農産

物とマッチする国内高所得者層、開発した農業技術・種子

の普及先である国内生産基地、観光農園の来固着など、複

数の顧客を確保している、 (参自ら開発した種子、農業技術

と施設栽培による高品質農産物に競争力を有する、 ③高品

質農産物を開発区内直売所、市内ホテル、学校、航空食品

会社へ直売し、先進国に輸山している、 ④租西開発から輸

出まで多角的・中長期投資回収型の事業を実現しているこ

とが挙げられる。

高椿の特徴は、 (9圃場の統一作付け・統一管理を通じて

の輸出基地化の推進、 ②先進的な農薬検査設備の設置、品

質検査の徹底、 ③国際市場の変化を迅速に対応するための

輸出管理体制の確立、 ④低価格で安全な野菜の輸出という

単一的・短期投資回収型の事業にある。

図3、図4は、クラスターイニシアチブ・パフォーマン

スモデルに基づいて、分析した野菜クラスターの特徴を並

理した。上海市の野菜クラスターは品質や安全性が高い野

菜の安定供給に対する国内外のニーズに対応するため、複

数の新しいビジネスモデルが生み出されている。同業種の

企業の集積度が非常に高く、経営革新まで至っている。一

方、さらなる国際妓争力の強化、生産加工工程の改善、輸

出先の多元化といった課鴇も有している。

次は、新漣のホップクラスターについてである。新護ウイ

グル自治区は中国の衷西部に位置し、年々資源に恵まれて

いるものの、経済開発がもっとも遅れているところの一つ

である。第11次五力年計画における新顔ウイグル自治区の

経済発展に関する基本方針において、農業は重要な位鑑を

占めている。新種ウイグル自治区経済において大きな役割

を果たす主体として、新瑳生産建設兵団がある。

中国におけるホップの産地である新種において生産・加

工の中心となり、ホップクラスターの核となっているのは、

ウルムチ市内に立地する新瑳三宝楽農業科技開発有限公司

(新鍾サッポロ)である。クラスター形成の目的は、高品

質のホップの開発、低価格での供給、そして地域経済の振

興がある。新荘サッポロのホップ生産はヨーロッパ・アメ

リカ向けと日本向けの2つがある。すべてサッポロビール

が開発した品種を用い、栽培実験を行っている。新鹿のホッ

プは、品質は商いが価格は低く、大きな放争力を実現して

いる。いまは中国のホップの20%を取り扱うまでに成長し

ている。経済的にはホップによる所得が農家全体の所得の

10%を占め、もっとも経済性と安定性が高い農魚部門と

なっている。さらにホップクラスターの成果は、農村の生

活改善にも貢献している。

建設兵団はホップ事業の収益をもとに、農民用の住宅の

建設も行っており、農民の生活を改善するモデルにもなっ

ている。

クラスターイニシアチブ(CD　の視点からは、以上の

いずれの事例においても、地域の農業政策の方針に沿った

クラスター形成が行われている。農村開発に関わるクラス

ター戦略への評価は、事業自体の発展も重要だが、農民の

所得向上や農村環境の改善も重要な評価の基準となる。さ

らにこれまでのCI研究が示すように、地域の条件に応じ

たCIモデルが存在し、実際のクラスター形成の多様性も

このことを反映していると考えられる。経済発展度はクラ

スター形成の要因の一つではあるが、それだけではクラス
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ター形成のバターンは決定されないoクラスター戦略は中

国の農村開発において一定の成果を上げていると言える

が、クラスター間の連携によるクラスターの広域化を通じ

てのイノベーションを引き起こしながら、持続的な経済発

展を実現することが必要となっている。

次に、 2008年6月から9月にかけて、新潟県と黒髄江省

の食品関連企業、市町村の行政機関、および研究機関に対

するアンケート調査の結果を踏まえ、食料関連産業の国際

的な事業連携の実態を明らかにした。

表1はどのような状況で事業連携が形成されるか明らか

にするため、事業連携の有無と経営における不安定要素の

関係についてまとめたものである。全体では焼争の激化、

人材の確保、原材料の確保が大きな不安定要素となってお

り、事業連携の有無との関係では、新潟県では、事業連携

ありの企業では競争の激化、なしの企業では人材の確保が

もっとも大きい一方、黒髄江省の企業では資金開達が最も

大きな要素となっている。蛙争の激化やニーズの変化に直

面する企業において、事業連携が形成されていることがわ

かる。

表2は事業連携がどのような経営戦略と連動しているの

かを明らかにするために、事業連携の有無と重視する経営

課規の関係についてまとめたものである。全体では販路、

市場間拓が最も塵祝され、次に新製品の開発となっている。

しかし、連携ありとなしの企業では、重視する経営課題が

異なり、連携ありの企業では新潟県、黒龍江省ともに、新

製品の開発をもっとも重視している。新潟県では事業連携

の有無に~かかわらず販路、市場開拓を重視する一方、黒龍

江省では事業連携なしの企業においてのみ重視している。

したがって新分野の進出、新技術の開発、新製品の開発、

事業連携の強化などの戦略を重視する経営において、事業

連携戦略を採用していることがわかる。

事業連携と企業業親の関係については、技術事業連携に

よって新しい技術、製品、販売方法などが生み出され、売

上高の増加に寄与する可能性があるO　しかし、同一の故争

環境に直面するローカルな企業同士の連携などは、妓争圧

力の低下や単なる市場シェアの拡大にとどまることも考え

られ、利益の増加にはつながらない可能性もある。一方、

海外の企業などとの連携が、新規市場の創造や販路の開拓

などを通じて利益の増加につながる可能性がある。

食料産業クラスターについて、計量分析、実態分析、ア

ンケート調査分析など、様々な側面で分析を行ったが、そ

れぞれの結宙から導かれる含意として、次の3つを上げる

資金 網 逮 人 材確 保 労 務 管 理
取 引条 件 妓争 の 需要 の 販 売 価 格 原材 料 の ニー ズ の 技 術 環 境

の 変化 激 化 低 迷 の 低 下 確 保 変 化 の変 化

全 体 3 1 .3 ど.
.一1

2 1.7 2 1 .7 ・13 .4 36 .1 2 7 .7 ー陛 L. 2 5 .3 7 .2

連 携 有 り 3 4 .3 2 0 .0 2 2 .9 1 7.1 蝣18 .6 2 2 .9 2 0 .0 ㍗.1

:-ー>.&

m ー 3 1.4 l l.4

連 携 無 し 2 9 .2 5 2 .1 2 0 .8 25 .0 3 9 .6
ユごさ丁;→ :3 g .

3 3 .3 3 7 .5 2 0 .8 4 .2

新 潟県 17 .2 16 .9 18 .8 25 .0 4 2 .2 Jk
Pl--LA

3 5 .9 3 9 .1 2 5.0 6 .3

迎 排 有 り 4 .8 2 3 .8 14 .3 2 3 .8 5 2 .一1 3 8 .1 3 3 .3 14 ォ 2 8.6 9 .5

連 携 無 し 2 3 .3 5 8 .1 2 0 .9 2 5 .6 3 7 .2 白熟Lも蝣蝣iiK si 3 7.2 3 4 .9 2 3 .3 4 .7

異 能江 省 .■ 1 0 .5 3 1.6 10 .5 塩 . 忠一z m 5 .3 0 .0 3 6 .8 2 6 .3 1 0 .5

.連 携 有 り 7 8 1 4 .3 3 5 .7 7 .1
匿 蚕 嘩 胃

0 .0 0 .0 2 8 .6 3 5 .7 1 4 .3

連 携 無 し 8 0 I 0 .0 2 0 .0 2 0 .0 ;.1,

∴ーLlY .、atS一叩一,
2 0 .0 0 .0 it肇 輝 0 .0 0 .0

注:用いたデータは、業種が食品製造業、食品卸売業、食品小売業の企業で、鵬牲情報の得られるサンプルである(新潟県:64社、黒龍江省19杜)0

表2
新 分野 新 技 術 新 製 品 事 業連携 事 業 の 外部鮒 資 情 報 化 後 継 者 人材 の確 資金調達 マ ーケ 販路 .

へ の進 出 の 開発 の 開発 の憩 化 再構 築 S o fs ffl の推 進 の 育 成 煤 . 育成 の円滑化 テ イング 市場 開拓

全 体 30.1 3 1.3 I 15 .7 19 .3 4 .8 13 .3 3 1 .3 4 2 .2 2 2 .9 4 3 .4 6 9

連携 有 り 45.7
(

7-1.3 2 8 .6 5 .7 2 .9 2 0 .0 2 2 .9 2 2 .9 2 5 .7 4 5 .7 、讐 財

連携 無 し 18.8 14 .6 3 5 .4 6 .3 2 9 .2 6 .3 8 .3 37 .5 藩 1奄 P 2 0 .8 4 1 .7

新 潟 県 18 .8 17 2 4 3 .8 15 .6 2 5 .0 3 .1 1 5 .6 3 7 .5 嘩 軸 蹄 15 .6 3 9 .1

連携 有 り 23.8 3 3 .3 6 1.9 3 3 .3 9 .5 0 .0 28 .6 3 3 .3 3 8 .1 4 .8 i癖 療 ●

連 携 無 し 16.3 9 3 3 4 .9 7 .0 3 2 .6 4 .7 9.3 3 9 .5 蝣蝣ffA -胤 r 2 0 .9 34 .9

黒 龍 江省 68.4 7 8 .9 7 8 .9 1 5 .8 0 .0 10 .5 5.3 10 .5 10 .5 4 7.4 1 - 1lllI l,-∴ ∴57 .9

I

一

連 携 有 り 78.6 !ー2.9 2 1 .4 0 .0 7 .1 7 .1 7 .1 0 .0 5 7 .1 4 2 .9 4 2 .9

連 携 無 し 40.0
一¢il.苫t;丁

40 .0 0 .0 0 .0 2 0 .0 0 .0 2 0 .0 4 0 .0 20 .0 1∝).0 10 0 .0

注:用いたデータは、薬種が食品製造業、食品卸売業、食品小売業の企業で、属性情報の得られるサンプルである(新潟県: 64社、黒能江省19社)0
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ことができる。

第1に、農村におけるクラスター形成は、農村経済の発

展、その結果としての所得間越の解決等に寄与するため、

農村開発・社会開発のツールとして応用が可能である。第

2は、それぞれの地域条件に対応した望ましいクラスター

モデルが存在すること。第3に、食品企業において事業連

携を促進することによって、企業の成長や妓争力の向上を
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図ることができる。ただし、クラスター形成には負の側面

も存在し、それらを含めた総合的評価が必要となり、今後

の研究課接が残されている。

研究の長終年度は、食料クラスターの関する実態分析を

もとに、食料クラスター形成のモデル分析と北東アジア国

際食料クラスターの形成に対する政策提言を取りまとめる

予定にしている。

韓国における食品産業クラスターの育成政策

韓国における食品産業タラズタ-は昨年、始まったばか

りである。そういう意味で、ここでは韓国の政府や地域で、

食品産業と関連するクラスターの政策・育成政策がどう

なっているかを紹介し、日本その他先進国のクラスター事

例から学びたいと考えている。

韓国で食品産業を育成する気運は叔近、次第に高まって

いる。これまで食品産業の所管は日本で首えば厚生労働省

の領域で、農林部はこの分野にあまり手をつけなかった。

しかし、 1995年にWTOが成立してから韓国の農業が急速

に衰退し、貴近ではチリや米国とFTAを結び、農業-の

危機感が高まっている。

こうした背景から、農業の一つの突破口として食品産業

を育成しようと、 2008年、新政権発足とともに、農林部を

農林水産食品部に改組した。また、食品産業育成の「食品

産業振興法」を整備し、日本の農業基本法に当たる「農業・

農村基本法」を改正し、 「農薬・農村及び食品産業基本法」

とした。

こうした努力にもかかわらず、食品産業の実態は規模が

小さく、 R&Dの基盤や技術力も低い。そこで、国は2007

年から「国家食品産業クラスター」づくりに着手し、 2008

年に同法を通過させ、今年から2015年までに全羅北道益山

市に1兆ウォンを投資して国レベルのクラスターをつく

る。さらに、 「広域食品産業クラスター」を1カ所選定し、

また05年から08年までに「地域農業クラスター」を42カ所

選定して、このうちおよそ半数は食晶産業をメインにして

いる。

韓国の食品産業は、 2006年ベースで、売上高約100兆ウォ

ン(農林漁業は約42兆ウォン)で、製造業と外食産業を含

み、外食産業が大きく成長しているが、外国資本が多い。

食品製造業の実態は、大部分が従業月50人未満の小企業で、

企業数の92%、売上高の34%を占めている。部Pl柑Uにみる
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と、肉加工(13%)、乳加工(12%)、穀物加工(10%)、

アルコール飲料(8%)、バン・お菓子(8%)の臓になっ

ている。小売・流通の構造は、日本と同じように大型量販

店が急成長し、 PB商品が増加しており、農協の小売店や

農産物の流通に大きな影響を及ぼしている。

韓国における食品産業の特徴を要約すると、 ①規模が小

さく、技術・研究開発能力が弱い、 (参大規模食品企業はそ

の原料の大部分を外国から調達し、農業との連携が不足し

ている、 ③地域で生産する食品の種類が多様でなく、故争

力が弱い、 ④安全性に対する管理体制が弱く、安全性・流

通に対する消費者の不信感が強い、 ⑤地産地消、消費者教

育、食青が立ち遅れている-などである。

国家食品クラスターは、 08年12月、全薙北道益山市に位

置づけされた。国内外の食品企業、研究所、関連企業、支

援施設(食品産業クラスター振興院、食品のR&D研究セ

ンター、創業保育センター、共同集配送センターなど)が

立地する。主に地域の食品産業クラスターをサポートする

横能が中心であり、 R&Dや付加価値の高い品目の生産に

とどまる構想である。

05年から07年まで、韓国の地域農業育成事業174件のう

ち、 93件が食品事業であった。しかし、品目や事業内容が

類似し、事業範囲が狭く、農産物の単純加工の水準にとど

まっている。主な品目は、ぶどう、茶、とうがらし、リン

ゴ、高既人参、柿、ニンニク、味噌、綿菓子など。地域農

業の育成事業は大きく分けて、地域農業クラスター、郷土

産業の育成、新活力事業、地域特区の指定がある。

地域農業クラスターは現在第2期(2008-2010年)に入っ

て、畜産と青果物が増え、付加価値の高い品目に移ってい

る。しかし依然として加工品が少なく、地域の産業に加工

能力が欠けていることがうかがえる。こうした意味で、国

家食品クラスターの支援が必要になっている。第2期に入
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